
  

地域づくりに活かす小水力発電



  

紹介する事例

● 南阿蘇水力発電株式会社
– 2013年3月設立

– 昨年夏に工事発注予定だったが、上位系統の容量でストップ

● 石徹白農業用水農業協同組合
– 2014年4月設立

– 今年度設計、来年度着工予定

● 飯田市上村地区
– 発電事業会社設立準備中

– 来年度に設計施工発注予定



  

南阿蘇水力発電（株）

● 資本比率は、地元２、県内企業７、全国企業１

● 県による支援がとても効果的だったこと

● 直接貢献は、土地改良区に支払う水管理費

● 村・土地改良区との円滑な関係

● 民間主導・自治体が協力

南阿蘇発電所計画　有効落差36.65m、最大使用水量0.74m3/s、出力198kWを予定



  

出資者の構成

● 地元
– 建設業者（発電所建設および維持管理を行う予定）

– 地元自治会（村会議員を介して、村長の地縁団体認可を取得）

● 県内企業
– 土木工事・電気工事・土木コンサルなど

– 社長・副社長は県内企業から

● 全国企業
– 水力関連大手企業が発電事業に手を広げている



  

小水力発電研究会（熊本県が費用負担）

研
究
会
で
情
報
収
集

地
点
の
絞
り
込
み

現
　
地
　
調
　
査

事
業
性
の
概
略
評
価

出
　
資
　
者
　
募
　
集



  

コンソーシアムとして事業化へ
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現状の流末

幹線水路

発電用分水工の計画地

発電所計画地

発電用放水路計画地
本川

支川

土地改良区による水管理が採算性の決め手

途中からの落水も多い



  

● ３村合併でできた村

● 風力発電・地熱発電・バイオマス利用も

● 世界農業遺産

● 熊本空港から40分足らず、阿蘇観光

南阿蘇村



  

郡上市石徹白（いとしろ）の発電計画

民間事業として立ち上げるつもりだったが・・・



  



  



  



  

発電計画　有効落差105m、最大使用水量0.143m3/s、出力103kWを予定



1200人の人口が、50年間で、4分の1になった

石徹白小学校
児童数１２人
存亡の危機

将来にわたっても、石徹白小学校を残そう！

地域づくり活動の合言葉



2012年度～　 2012年度～　 　2010～11年度　2010～11年度2009年度2009年度

エネルギーが自給できる地域を目指して

2007～8年度2007～8年度

・3機実験的に導入

・発電ポテンシャルと

　消費電力量を調査

・新型らせん水車設置

・地元NPOの事務所

　の照明と外灯に利用

・上掛け水車を設置し、

　農産物加工所の電気

の一部をまかなう

・石徹白小学校児童と

　ピコピカ制作・設置

・数十kW規模の発電所

　の基本設計

・エネルギーが自給

　できる地域を目指す



「小水力発電は、自分とは関係ない」　「一部の人達がやっているだけ」





女性有志による「カフェ」



特産品開発



1. みんなで、楽しく、できることから

2. さまざまな活動が、お互いリンク

3. まずやってみる
　　　　　⇒リスクを負う、本気になる
　　　　　　　　　　　　　⇒成功体験のサイクル

小水力発電

カフェ 特産品



この６年間で、８世帯２２人が移住。子どもも８人増えました。

移住受入れ







100世帯の集落で、新たに農協を設立⇒小水力発電導入へ



小水力の活用を促進し、
エネルギー問題と温暖化対策、集落再生とエネルギー自立に対して、

地域が主体的解決能力を発揮できるメカニズム

外部者
による

働きかけ

小水力の
活用

地域の
懸念に対する

課題解決

農山村
地域

•地域の構造の把握
•地域の懸念に寄り添
う

地域自治再生メカニズム地域自治再生メカニズム

まずやってみる　⇒　成功体験
　⇒　自己肯定感の増殖　⇒　新たな取組
この繰り返し＝「潜在的自治力の覚醒」

• 誰もが小水力発電を行える主体と
なりうる事の気づき

• 地域がやる気を起こす主体へ

小水力発電導入手法小水力発電導入手法

電力利用社会技術電力利用社会技術

地域住民の、
地域に対する認識の変化
（聞き書き・地元学）



１．単にエネルギーだけでなく、

　　地域をどうしていくか　という視点

２．地域の人たちの関心に寄り添う

３．地域ならではの

　　意思決定方法とスピードを尊重

石徹白での取り組みから・・・



  

飯田市上村地区

● 飯田市内全域の地点探査からスタート

● 合併した旧村、飯田市の自治の伝統

● 事業主体：認可地縁団体制度の利用に着目

● 市長による支援⇒条例の必要性

● 住民自治といっても、水力発電事業



市内で活動する公共的団体が、再エネ事業を通じて行う地域づくり事業を 公民協働事業｢ ｣
に位置付けて、飯田市が、事業の信用補完、基金無利子融資、助言等の支援

目的  市域の豊富な再エネ資源と地域の「結い」を活用して低炭素で活力ある地域づくりを推進

⇒　再エネによる電気の全量固定価格買取制度（FIT）を、市民が公益的に利活用できる制度を構築

⇒　再エネ資源の活用と、｢市民｣、｢公共的団体｣、｢市行政｣の関係性と役割を明確化

再エネ資源は市民の総有財産。そこから生まれるエネルギーは、

市民が優先的に活用でき、自ら地域づくりをしていく権利がある。　

地域環境権

 住民主体の
 再エネ事業

市　長

金融機関
投資家

融資

地域の
課題解決！

売電収益を
公益的再投資

市の支援組織 事業化助言

飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに関する条例
（H25年４月～）

答申

事業の信用補完

基金を無利子貸付

投資



  

● 行政による支援

– 行政だけでできるか?

● 民間の支援組織

– 民間だけでできるか？

支援・支援組織のあり方

⇒　行政と民間の連携のあり方



  

全国小水協と地域団体の連携

北海道再生可能エネルギー振興機構 なばり自然エネルギー推進協議会

富良野地域小水力発電普及協議会 関西広域小水力利用推進協議会

奥羽山系仙北平野水資源調査研究会 吉野町小水力利用推進協議会

NPO会津みしま自然エネルギー研究会 東吉野村小水力利用推進協議会

ぐんま小水力発電推進協議会 岡山県小水力利用推進協議会

新潟県小水力利用推進協議会 中国小水力発電協会

富山県小水力利用推進協議会 徳島小水力利用推進協議会

福井小水力利用推進協議会 愛媛県自然エネルギー利用推進協議会

山梨県小水力利用推進協議会 高知小水力利用推進協議会

長野県小水力利用推進協議会 熊本県小水力利用推進協議会

岐阜県小水力利用推進協議会 鹿児島県小水力利用推進協議会

NPOアースライフネットワーク ひおき小水力発電推進協議会
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Ｙ株式会社
（ＳＰＣ）

○×株式会社
（ＳＰＣ）

△△一般
社団法人
（ＳＰＶ）

××一般
社団法人
（ＳＰＶ）

□□株式会社
（ＳＰＣ）

地域ごとに個別にプロジェク
トが立ち上がり、資金調達も
個別になされる。

県下一円をサポート
県外も引受け可能

全国
小水協

高知小水力利用推進協議会

後方支援
高知県地域エネルギー
プラットフォーム

高知
県

各市
町村

環境
NPO

県内
製造
業

ほか
関係
者

地域小水力発電株式会社

・各地のＳＰＣ、ＳＰＶ安定化の為の出資
・プロジェクトコーディネイト、事業運営管理
・技術支援、合意形成支援
・ファイナンス組成支援
・ツアー企画　　等々

◇◇株式会社
（ＳＰＶ）
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